


































































































































































































































































































































































































































































































































１秋田県 ▲０．８０ 1．２７ ○ 
２青森県 ▲０．７３ 1．２５ ○ 
３島根県 ▲０．６７ 1．４０ ○ 
４岩手県 ▲０．６０ 1．３６ ○ 
４長崎県 ▲0．６０ １．３９ ○ 
４高知県 ▲０．６０ 1．３０ ○ 
７和歌山県 ▲０．５９ 1．２６ ○ 
８山形県 ▲０．５８ 1．３９ ○ 
９福島県 ▲０．５２ 1．２１ × 
１０山口県 ▲0．４９ 1．３３ ○ 
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論文
し、実は人口が増えている都市地域でこそ少子化対策が
必要なのである。地方部で必要なのは、地域資源を生か
して雇用の場を創出し、社会移動による人口減を防ぐこ
とである。地方部で自然増を増やすような対策が取られ
ても、生まれた子供は将来の社会移動によって都市部に
移ってしまう可能性がある。
少子化対策が最も必要な地域では、人口が増えている
ために少子化への危機感が生まれにくい。一方、出生率
が高い地域で､自然増を目指した対策に力を注いでいる。
少子化に対抗するためには、こうした少子化対策のミス
マッチをなくし、地域ごとに有効な「人ロオーナス対抗
策」を講じていくことが必要となる。
新しいパラダイム転換にいかに先進的に適応するか、
人ロオーナスにいかに積極的に対応するか、この二つが
地域の未来を決めると言えるだろう。
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